
平成23年度予算の概要

米 子 市



予算編成の基本的な考え方 

 

我が国の経済は、リーマンショック後の経済危機を克服し、持ち直してきているとされている

が、急速な円高の進行や海外経済の減速懸念により、昨年夏以降、先行きの不透明感が強ま

り、雇用も厳しい状況が続いている。地域経済においても、一部に持ち直しの動きは見られる

が、生産活動に減速の兆しが見られることや円高の影響等により、当面景気は弱含みで推移

すると予想されている。 

このような状況を背景として、本市の税収は、経済危機による急激な落ち込みからは回復し

つつあるものの、以前の水準に戻るまでには相当の期間を要すると予測される。一方、扶助費

は年々増加しており、公債費も高い水準で推移している。また、老朽化しつつある公共施設の

維持補修等も課題となっている。本市では、平成１８年に策定した「米子市行財政改革大綱」に

続き、昨年３月に策定した「第２次米子市行財政改革大綱」に基づいて、行政各分野における

徹底した歳出の抑制と歳入の確保に取り組んでいるが、行財政環境は依然として厳しい状況

にあると言わざるを得ない。 

これらを踏まえ、平成２３年度の予算編成では、引き続き「選択と集中」の観点から事務事業

の見直しを行うとともに、経常的経費についてマイナス･シーリングに取り組むこととしたが、あわ

せて、国や県の施策との連携を図るとともに、現在策定作業中の新たな総合計画の方向性を

念頭に置きつつ、「生活充実都市・米子」のさらなる発展を目指した施策の推進にも配慮するこ

ととした。 

中でも、なかよし学級の待機児童解消、小児に対する特別医療費助成制度の対象年齢拡

大、子ども手当の拡充、子宮頸がん等３ワクチン接種事業のほか、小中学校や図書館など教

育文化施設の改修、企業立地促進資金融資事業や工場用地再整備事業などの企業立地対

策、緊急雇用創出事業などの雇用対策等について予算化を図るなど、「子育て環境の充実と

地域活力の向上」に重点を置いた予算編成内容としている。 

 

 



予  算  の  概  要 

１ 予 算 規 模 

※ 一 般 会 計 予 算 額 ５５９億 ５，９００万円 

                （対前年度予算比   ４．５％増）

 

 平成２３年度の一般会計の予算総額は、５５９億５，９００万円で、前年度予算額と比較して 

４．５％（２４億１００万円）の増である。 

 

歳入面では、市税収入について前年度とほぼ同額の約１７８億円を計上したほか、国の示す

地方財政計画から、地方消費税交付金、自動車重量譲与税などの各交付金及び譲与税を見

込むとともに、地方交付税の増及び臨時財政対策債の減が見込まれることを踏まえ、一般財源

全体は、３２７億６，７４１万円、対前年度比で１．３％の増となっている。 

また、市債依存度は７．７％であり、地方財政計画指数の１３．９％を下回っている。 

市債については、臨時財政対策債を加えた市債総発行額を約４３億円としており、市債残高

は、前年度から２８億２，１５４万円の縮減が図られる見込みである。 

 

一方、歳出面においては、土地開発公社経営健全化計画による用地取得事業や車尾小学

校校舎増築事業の終了、職員退職手当の減等による人件費の減などがあるものの、子ども手

当の支給額増額により扶助費が大幅増となったほか、中小企業対策としての商工業振興資金

貸付金、本市への誘致企業を対象とした企業立地促進資金貸付金及び二本木地区工場用地

再整備事業等の経済対策経費の増などが主な要因で、予算規模が増加した結果となってい

る。 

特別会計全体の予算の合計額は、３４３億８，５０８万円で、対前年度比１．０％（３億４，０１９

万円）の減となっている。 

これは、下水道事業特別会計が管渠等築造費の減などにより約３億円の減額となったほか、

後期高齢者医療特別会計が鳥取県後期高齢者医療広域連合への負担金等の減により約２億

円の減となったこと等によるものである。また、老人保健事業特別会計、高齢者住宅整備資金

貸付事業特別会計を平成２２年度末で廃止するほか、南公園事業特別会計、市営墓地整備

事業特別会計及び市営墓苑事業特別会計を統合し、市営墓地事業特別会計としている。 

 

この結果、一般会計と特別会計を合わせた平成２３年度の予算総額は、９０３億４，４０８万円

で、対前年度比２．３％（２０億６，０８１万円）の増となっている。 



２ 一般会計の予算 

【総括表】                                           （単位：千円） 

区分 平成 23 年度 平成 22 年度 比較増減 増減率（％) 

予 算 規 模 55,959,000 53,558,000 2,401,000 4.5

  うち一般歳出 47,813,207 45,234,511 2,578,696 5.7

  うち一般財源 32,767,405 32,336,639 430,766 1.3

地方債依存度 7.7% 10.3% 2.6% 

地方債残高 63,260,616 66,082,157 △ 2,821,541 △ 4.3

歳入 

市税 17,818,117 17,826,039 △ 7,922 △ 0.0

地方交付税 9,797,037 9,222,083 574,954 6.2

国県支出金 12,399,316 10,641,573 1,757,743 16.5

市債 4,309,409 5,541,170 △ 1,231,761 △ 22.2

通常債 1,946,600 2,910,400 △ 963,800 △ 33.1

 特別債 2,362,809 2,630,770 △ 267,961 △ 10.2

その他 11,635,121 10,327,135 1,307,986 12.7

歳 出 

義務的経費 28,237,792 27,056,046 1,181,746 4.4

投資的経費 3,536,562 3,958,978 △ 422,416 △ 10.7

 補助事業 2,113,652 1,522,630 591,022 38.8

 単独事業 1,422,910 2,436,348 △ 1,013,438 △ 41.6

消費的経費 13,036,478 12,630,894 405,584 3.2

その他 11,148,168 9,912,082 1,236,086 12.5

 

（１）歳入 

歳入予算総額５５９億５，９００万円のうち、自主財源は、２６９億６９５万円であり、前年度に比

べて１３億１，５２７万円、５．１％の増となっている。 

 これは、景気・経済対策のため、商工業振興資金貸付金及び企業立地促進資金貸付金を増

額したことに伴い、諸収入のうち貸付金元利収入が大幅増となったこと等によるものである。 

一方、依存財源は、２９０億５，２０５万円で対前年度比、３．９％の増である。 

これは、土地開発公社経営健全化事業に係る市債が約１２億円減となったほか、地方交付

税の振替措置である臨時財政対策債の減等があったものの、３歳未満の子どもに対する子ども

手当の支給額が引き上げられたことにより国庫負担金が増となったこと、また、地方交付税の増

等により、全体では１０億８，５７３万円の増となったものである。臨時財政対策債を除いた実質

的な市債は、約２０億円である。 

この結果、歳入予算総額に占める自主財源の割合は、前年度より０．３ポイント上回って、 

４８．１％、また、依存財源の割合は、前年度より０．３ポイント下回って、５１．９％となっている。 



（２）歳出 

①行政目的別 

行政目的別にみると、平成２３年度は、民生費、公債費、総務費、商工費、土木費、教育 

費、衛生費の順番の構成比となっている。主な増減要因は、次のとおりである。 

議会費 

 地方議員年金制度の廃止に伴う議会議員年金負担金の増等により、対前年度比２８．８％

の大幅増となっている。 

総務費 

土地開発公社経営健全化計画による用地取得事業の皆減、一般職員退職手当の減、合

併振興基金積立の終了による積立金の減等により、対前年度比１９．４％の減となっている。 

民生費 

子ども手当事業費の増のほか、生活保護費及び特別医療扶助費の増加などに伴い、対

前年度比７．９％の増となっている。 

衛生費 

子宮頸がん等３ワクチン接種事業、働く世代への大腸がん検診特別推進事業及びその他

予防接種事業等の疾病予防費の増などにより、対前年比９．３％の増となっている。 

労働費 

緊急雇用対策経費を労働費へ移管したことにより、全体では１４７．５％の大幅増となって

いる。緊急雇用創出対策に係る経費については、全体で４５事業、３億９，７８５万円を計上し

ており、これにより３７８人の雇用創出を図っている。 

農林水産業費 

単市土地改良事業の増等があるものの、緑の産業再生プロジェクト事業の減、皆生漁港

整備事業の終了等により、前年度に比べ、１９．３％の減となっている。 

商工費 

コンベンション関連経費の減などがあったものの、商工業振興資金貸付金、企業立地促

進資金融資事業及び二本木地区工場用地再整備事業の増などに伴い、対前年度比 

３５．０％の大幅増となっている。 

土木費 

錦海団地分譲事業、県営街路事業負担金の減などがあるものの、市営五千石住宅建替

事業の増等により、前年度に比べ、５．６％の増となっている。 

消防費 

消防ポンプ自動車整備更新事業の増等により、対前年度比２１．２％の増となっている。 

教育費 

車尾小学校校舎増築事業の終了及び史跡上淀廃寺跡保存整備事業の減などがあるもの

の、東山陸上競技場改修事業、東山水泳場整備事業の実施等により、対前年度比１０．５％

の増となっている。 

公債費 

起債償還元金及び利子の縮減により、対前年度比２．１％の減となっている。 

 



②性質目的別 

義務的経費 

人件費、扶助費、公債費からなる義務的経費については、対前年度比４．４％の増、歳出

予算総額に占める割合（構成比）は、引き続き高い割合（５０．５％）となっている。 

これは、公債費が前年度から２．２％減少したほか、人件費では、職員退職手当の減等に

より３．７％の減と見込まれる一方で、子ども手当の増及び生活保護費の増等により扶助費

が１４．２％の大幅増となったことによるものである。 

投資的経費 

市営五千石住宅建替事業、東山陸上競技場改修事業、東山水泳場整備事業及び二本

木地区工場用地再整備事業の増などがあるものの、車尾小学校校舎増築事業、土地開発

公社経営健全化計画による用地取得事業及び錦海団地分譲事業の終了などにより、対前

年度比１０．７％の減、構成比は前年度より１．１ポイント減の６．３％となっている。   

消費的経費 

対前年度比で３．２％の増、構成比では前年度より０．３ポイント減の２３．３％となってい

る。 

これは、維持補修費が１０．４％の減となったものの、物件費が、子宮頸がんワクチン等の

予防接種委託料の増等により対前年度３．２％の増となったこと等により、全体では４億 

５５８万円の増となったことによるものである。 

その他の経費 

合併振興基金の積立が終了したことなどにより積立金が７３．０％の大幅な減となったもの

の、商工業振興資金貸付金の増及び企業立地促進資金融資事業の増により貸付金が 

２８．９％の増となったほか、国民健康保険事業特別会計への繰出金の増等により繰出金が

１．９％の増となっており、その他の経費全体では、対前年度比１２．５％の増、構成比では、

１．４ポイント上回って１９．９％となっている。 

 

 

 

３ 特別会計の予算 

１０の特別会計について、それぞれの特定事業の機能に配慮した年間の所要額を予算措置

している。 

（１） 国民健康保険事業 

国民健康保険法に基づく、被保険者の療養給付費及び高額療養費等、年間所要額を計上

しているほか、被保険者の健康増進と医療費の抑制を目的として、特定健診・特定保健指導

事業、人間ドック等疾病予防事業費などを計上している。 

（２） 住宅資金貸付事業 

過年度貸付金の起債償還及び貸付元利金の徴収事務費を計上している。 



（３） 土地取得事業 

土地開発基金に対する繰出金及び土地開発公社経営健全化計画に基づく起債償還金を

計上している。 

（４） 下水道事業 

内浜処理区及び外浜処理区における幹線・枝線等の管渠整備費、皆生処理場の電気･機

械設備の改築工事費、内浜処理場長寿命化計画策定委託費、平成 24 年度の認可拡大に向

けた下水道事業計画認可業務委託費等を措置しているほか、公債費、施設維持費、水洗便

所改造資金貸付金及び中小企業者下水道設備設置促進資金貸付金等、年間の所要額を計

上している。 

（５） 駐車場事業 

米子駅前地下駐車場・駐輪場並びに万能町駐車場の管理運営費及び建設費起債償還金

を計上している。 

（６） 農業集落排水事業 

１２地区の汚水処理施設の維持管理費、水洗便所改造資金貸付金及び起債償還金等、年

間の所要額を計上している。 

（７） 流通業務団地整備事業 

米子インターチェンジ北地区に流通、物流の拠点として整備した流通業務団地（分譲面積

約２１．５㏊）の分譲事業費を計上している。（進出済面積１７．１㏊・未進出面積４．４㏊） 

（８） 市営墓地事業 

市営北公園墓地並びに南公園墓地、西ノ原、白浜及び佐陀の３墓苑の施設維持管理業務

経費及び起債償還金等を計上している。 

（９） 介護保険事業 

要介護又は要支援の認定を受けた被保険者が利用するサービスの給付費等のほか、要介

護等の認定調査経費、介護予防事業、包括支援事業、任意事業経費等の年間の所要額を計

上している。 

（１０） 後期高齢者医療 

後期高齢者医療制度の運営主体である、鳥取県後期高齢者医療広域連合への保険料等

の負担金、保険料収納業務経費等を計上している。 



資 料 １

（単位：千円、％）

(A) (B)

55,959,000 53,558,000 2,401,000 4.5

国 民 健 康 保 険 事 業 14,857,919 14,703,528 154,391 1.1

住 宅 資 金 貸 付 事 業 10,242 19,008 △ 8,766 △ 46.1

土 地 取 得 事 業 61,316 62,223 △ 907 △ 1.5

下 水 道 事 業 6,121,638 6,420,276 △ 298,638 △ 4.7

駐 車 場 事 業 216,820 216,502 318 0.1

農 業 集 落 排 水 事 業 735,228 723,340 11,888 1.6

流 通 業 務 団 地 整 備 事 業 71,070 72,621 △ 1,551 △ 2.1

市 営 墓 地 事 業 13,975 32,304 △ 18,329 △ 56.7

介 護 保 険 事 業 10,834,121 10,785,049 49,072 0.5

後 期 高 齢 者 医 療 1,462,746 1,666,863 △ 204,117 △ 12.2

高 齢 者 住 宅 整 備 資 金 貸 付 事 業 0 569 △ 569 △ 100.0

老 人 保 健 事 業 0 12,614 △ 12,614 △ 100.0

南 公 園 事 業 0 7,093 △ 7,093 △ 100.0

市 営 墓 苑 事 業 0 3,278 △ 3,278 △ 100.0

小 計 34,385,075 34,725,268 △ 340,193 △ 1.0

90,344,075 88,283,268 2,060,807 2.3合 計

一 般 会 計

(A)－(B)

特

別

会

計

平 成 ２ ３ 年 度 予 算 総 括 表

増 減 率

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

比 較予 算 額区 分 予 算 額



資料 ２

予 算 規 模 の 推 移

40,000

45,000

50,000

55,000
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百万円

（単位：百万円）

区 分 18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度 22 年 度 23 年 度

一 般 会 計 50,373 49,227 48,898 54,341 53,558 55,959

特 別 会 計 47,432 49,392 34,508 35,824 34,725 34,385

合 計 97,805 98,619 83,406 90,165 88,283 90,344
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資 料 ３

１　歳 入 （単位：千円、％）

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

予 算 額 予 算 額

(A) (B) 23年度 22年度

市 税 17,818,117 17,826,039 0.0 31.8 33.3

分 担 金 及 び 負 担 金 1,023,147 1,020,753 0.2 1.8 1.9

使 用 料 及 び 手 数 料 1,200,997 1,226,168 △ 2.1 2.1 2.3

財 産 収 入 259,536 285,961 △ 9.2 0.5 0.5

寄 附 金 637 573 11.2 0.0 0.0

繰 入 金 140,025 93,352 50.0 0.3 0.2

繰 越 金 1 1 0.0 0.0 0.0

諸 収 入 6,464,491 5,138,832 25.8 11.6 9.6

計 26,906,951 25,591,679 5.1 48.1 47.8

地 方 譲 与 税 448,954 456,922 △ 1.7 0.8 0.8

利 子 割 交 付 金 59,015 83,982 △ 29.7 0.1 0.2

平成２３年度 一 般 会 計 予 算 の 内 訳

区 分 増 減 率

自

主

財

源

(A),(B)の構成比

配 当 割 交 付 金 27,120 18,730 44.8 0.0 0.0

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 10,242 6,552 56.3 0.0 0.0

地 方 消 費 税 交 付 金 1,589,366 1,533,430 3.6 2.9 2.9

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 11,235 16,309 △ 31.1 0.0 0.0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 96,193 104,115 △ 7.6 0.2 0.2

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 町 村 助 成 交 付 金

48,936 46,806 4.6 0.1 0.1

地 方 特 例 交 付 金 223,656 262,153 △ 14.7 0.4 0.5

地 方 交 付 税 9,797,037 9,222,083 6.2 17.5 17.2

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 31,570 32,496 △ 2.8 0.1 0.1

国 庫 支 出 金 8,248,438 6,843,061 20.5 14.7 12.8

県 支 出 金 4,150,878 3,798,512 9.3 7.4 7.1

市 債 4,309,409 5,541,170 △ 22.2 7.7 10.3

計 29,052,049 27,966,321 3.9 51.9 52.2

55,959,000 53,558,000 4.5 100.0 100.0合 計

依

存

財

源



   一 般 会 計 歳 入 予 算 額

自主財源

48.1%
依存財源

51.9%

市 税

31.8%

諸収入

11.6%

地方交付税

国庫支出金

14.7%

市 債

7.7%

県支出金

7.4%

譲与税･交付金

4.6%

（単位：千円）

26,906,951 29,052,049

17,818,117 地方交付税 9,797,037

6,464,491 国庫支出金 8,248,438

使用料及び手数料 1,200,997 4,309,409

分担金及び負担金 1,023,147 4,150,878

財産収入ほか 260,174 譲与税･交付金 2,546,287

140,025 55,959,000合 計

自 主 財 源 依 存 財 源

市　税

諸収入

繰入金

市　債

県支出金

自主財源

48.1%
依存財源

51.9%

市 税

31.8%

諸収入

11.6%

使用料及び

手数料 2.1%

分担金及び

負担金 1.8%財産収入ほか

0.5%

繰入金

0.3%

地方交付税

17.5%

国庫支出金

14.7%

市 債

7.7%

県支出金

7.4%

譲与税･交付金

4.6%1－



２　歳 出 （目的別） （単位：千円、％）

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

予 算 額 予 算 額

(A) (B) 23年度 22年度

議 会 費 444,931 345,526 28.8 0.8 0.6

総 務 費 7,192,955 8,920,813 △ 19.4 12.9 16.7

民 生 費 20,073,335 18,600,748 7.9 35.9 34.7

衛 生 費 3,095,457 2,833,177 9.3 5.5 5.3

労 働 費 641,554 259,200 147.5 1.1 0.5

農 林 水 産 業 費 1,036,817 1,285,424 △ 19.3 1.8 2.4

商 工 費 6,435,703 4,767,598 35.0 11.5 8.9

区 分

(A),(B)の構成比

増 減 率

土 木 費 4,859,449 4,601,683 5.6 8.7 8.6

消 防 費 112,799 93,080 21.2 0.2 0.2

教 育 費 3,914,029 3,543,115 10.5 7.0 6.6

公 債 費 8,121,971 8,297,636 △ 2.1 14.5 15.5

予 備 費 30,000 10,000 200.0 0.1 0.0

合 計 55,959,000 53,558,000 4.5 100.0 100.0



     一般会計歳出予算額（目的別）

民生費

35.9%

公債費

14 5%
総務費

商工費

11.5%

土木費

8.7%

教育費

7.0%

衛生費

5.5%

農林水産業費

1.8%

議会費

0.8%
その他

1.4%

（単位：千円）

金 額

民 生 費 20,073,335

公 債 費 8,121,971

総 務 費 7,192,955

商 工 費 6,435,703

土 木 費 4,859,449

教 育 費 3,914,029

衛 生 費 3,095,457

農 林 水 産 業 費 1,036,817

議 会 費 444,931

そ の 他 784,353

55,959,000合 計

区 分

民生費

35.9%

公債費

14.5%
総務費

12.9%

商工費

11.5%

土木費

8.7%

教育費

7.0%

衛生費

5.5%

農林水産業費

1.8%

議会費

0.8%
その他

1.4%



３　歳 出 （性質別） （単位：千円、％）

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

予 算 額 予 算 額

(A) (B) 23年度 22年度

人 件 費 6,987,451 7,256,936 △ 3.7 12.5 13.6

扶 助 費 13,106,520 11,475,621 14.2 23.4 21.4

公 債 費 8,143,821 8,323,489 △ 2.2 14.6 15.5

計 28,237,792 27,056,046 4.4 50.5 50.5

普 通 建 設 事 業 費 3,536,562 3,958,978 △ 10.7 6.3 7.4

内 補 助 事 業 費 2,113,652 1,522,630 38.8 3.8 2.8

訳 単 独 事 業 費 1,422,910 2,436,348 △ 41.6 2.5 4.6

災 害 復 旧 費 0 0 0.0 0.0 0.0

計 3,536,562 3,958,978 △ 10.7 6.3 7.4

物 件 費 6,486,515 6,283,389 3.2 11.6 11.7

維 持 補 修 費 556,549 621,002 △ 10.4 1.0 1.2

補 助 費 等 5,993,414 5,726,503 4.7 10.7 10.7

計 13,036,478 12,630,894 3.2 23.3 23.6

積 立 金 52,418 193,903 △ 73.0 0.1 0.4

投 資 及 び 出 資 金 65,735 62,654 4.9 0.1 0.1

貸 付 金 5,684,914 4,408,731 28.9 10.2 8.2

繰 出 金 5,345,101 5,246,794 1.9 9.5 9.8

計 11,148,168 9,912,082 12.5 19.9 18.5

55,959,000 53,558,000 4.5 100.0 100.0

(A),(B)の構成比

増 減 率区 分

合 計

義

務

的

経

費

投

資

的

経

費

消

費

的

経

費

そ

の

他

の

経

費



   一般会計歳出予算額（性質別）

義務的経費

50.5%

投資的経費

6 3%

消費的経費

23.3%

その他の経費

19.9%

扶助費

23.4%

公債費

14.6%

物件費

補助費等

10.7%

維持補修費

1.0%

貸付金

10.2%

繰出金

9.5%

その他0.2%

（単位：千円）

金 額 金 額

28,237,792 13,036,478

13,106,520 6,486,515

8,143,821 5,993,414

6,987,451 556,549

3,536,562 11,148,168

3,536,562 5,684,914

2,113,652 5,345,101

1,422,910 118,153

0 55,959,000

投資的経費

補助事業費

普通建設事業費

維持補修費

その他の経費

貸付金

区 分

義務的経費

人件費

区 分

消費的経費

物件費扶助費

公債費 補助費等

単独事業費

災害復旧費

繰出金

その他

合 計

義務的経費

50.5%

投資的経費

6.3%

消費的経費

23.3%

その他の経費

19.9%

扶助費

23.4%

公債費

14.6%

人件費

12.5%
普通建設事業費

6.3%

物件費

11.6%

補助費等

10.7%

維持補修費

1.0%

貸付金

10.2%

繰出金

9.5%

その他0.2%



資料 ４

◎印…新規事業
（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

庁舎等整備事業 64,015 37,000 27,015

中心市街地活性化事業 35,905 13,891 21,900 114

合併処理浄化槽設置事業 23,007 15,338 7,669

地球温暖化対策事業 27,300 18,200 9,100

◎ 電気自動車・急速充電器整備事業 15,571 15,571

水鳥公園整備事業 6,210 6,210

コミュニティ施設等整備事業 9,087 9,087

◎ 陰田地区会館整備事業 1,875 1,800 75

福祉施設建設費利子補助金 6,394 6,394

障がい者住宅改良助成事業 2,000 2,000

◎ 障がい者福祉施設整備費補助事業 5,383 5,100 283

高齢者等住宅改良助成事業 2,000 2,000

◎ 福祉施設整備等事業 6,352 2,952 3,400

なかよし学級施設整備事業 8,220 666 7,100 454

保育所整備事業 16,967 7,508 6,100 3,359

◎ クリーンセンター長寿命化事業 7,844 2,614 5,200 30

汚水処理場管理事業 4,935 293 4,642

就農基盤整備事業 24,922 16,607 8,315

チャレンジプラン支援事業費補助金 27,017 19,732 7,285

単市土地改良事業 87,900 30,407 12,300 6,735 38,458

農業用排水路浚渫事業 2,850 2,850

県営大淀地区畑地帯総合整備事業負担金 28,000 11,200 16,800

彦名地区ふるさと農道緊急整備事業 63,200 63,200

県営基幹水利施設改修事業負担金 2,040 2,040

市行造林保育事業 6,755 1,903 4,800 52

◎ 斜面崩壊復旧事業 20,000 8,075 2,850 9,075

緑の産業再生プロジェクト事業 10,000 10,000

淡水魚育成施設改修事業 1,200 1,200

一 般 会 計 普 通 建 設 事 業 費 の 内 訳

事 業 名 事 業 費
財 源 内 訳



◎印…新規事業
（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源
事 業 名 事 業 費

財 源 内 訳

皆生漁港整備事業 1,100 1,100

航路浚渫事業 10,000 10,000

◎ 二本木地区工場用地再整備事業 430,096 60,373 309,300 60,423

市有街灯新設事業 1,200 1,200

県営道路事業負担金 2,525 2,000 525

道路整備事業 15,000 15,000

◎ 橋りょう補修事業 5,400 5,400

◎ 橋りょう長寿命化事業 8,000 3,368 4,632

道路新設改良事業 198,000 37,950 160,000 50

日本中央競馬会事業所周辺環境整備事業 35,000 7,000 28,000

交通安全施設整備事業 31,570 31,570

皆生温泉環状線改良事業 87,435 46,200 41,200 35

◎ 西原佐陀線改良事業 52,900 28,600 24,300

◎ 立町米原線改良事業 21,000 10,500 10,500

基地周辺道路改良事業 50,000 50,000

排水路整備事業 15,500 15,500

排水路新設改良事業 39,537 20,820 18,600 117

和田浜工業団地排水対策事業 44,000 24,200 19,800

準用河川堀川改修事業 95,100 41,550 53,500 50

旧加茂川・寺町周辺地区街なみ環境整備事業 7,318 3,666 3,100 552

県営街路事業負担金 69,680 69,600 80

震災に強いまちづくり促進事業 5,464 4,908 556

鳥取県西部地震被災者向け住宅資金利子補助金 24,000 24,000

市営五千石住宅建替事業 670,250 301,612 368,600 38

市営住宅整備事業 29,600 5,670 20,400 3,530

消防施設整備事業 2,100 2,100

◎ 防火水槽整備事業 2,700 2,700

◎ 消防ポンプ自動車整備更新事業 24,000 7,469 16,500 31

学校施設等整備事業 620 620

学校耐震補強事業 30,089 10,029 20,000 60



◎印…新規事業
（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源
事 業 名 事 業 費

財 源 内 訳

学校下水道・農業集落排水接続事業 7,889 7,800 89

◎ 箕蚊屋小学校屋内運動場改築事業 29,016 29,000 16

◎ 福生東小学校屋内運動場改築事業 31,890 31,800 90

◎ 就将小学校受水槽改修事業 9,000 9,000

淀江中学校武道場改築事業 96,466 12,983 83,400 83

◎ 福米中学校校舎増築事業 27,299 27,200 99

公民館施設整備事業 51,531 27,500 24,031

◎ 公民館耐震改修事業 5,166 1,721 3,445

図書館・美術館整備事業 27,841 27,841

◎ 公会堂整備事業 58,350 15,150 43,200

児童文化センター整備事業 1,600 1,600

◎ 淀江文化センター整備事業 6,600 6,000 600

史跡上淀廃寺跡保存事業 89,227 46,369 42,800 58

市民体育館整備事業 4,200 4,200

◎ 市営東山水泳場整備事業 209,910 101,500 107,900 510

◎ 市営東山陸上競技場整備事業 354,444 177,200 169,800 7,444

3,536,562 1,163,931 1,918,600 70,249 383,782合 計



　　　　　　　　まち

55,959,000 千円
34,385,075 千円
90,344,075 千円

（１）子育てを応援し、お年寄りが元気な米子

①安心して健やかに暮らせる
　健康と福祉のまちづくり

①豊かな心を育む
　人権・教育と歴史・文化のまちづくり

②魅力あふれ 定住 まちづくり

男女共同参画社会の実現
豊かな心を育む学校教育の推進

快適な住環境の整備　
都市景観の形成　　

生涯学習社会の実現
青少年の健全育成　

生涯スポーツの推進

清潔な生活環境づくり

健康づくり・保健サービスの充実
明るい長寿社会の実現　
安心して子育てができる環境づくり
障がい者の自立と社会参加の推進
地域福祉の充実
社会保障制度の適正な運営　

人権尊重都市の実現　

貴重な歴史的遺産の保存と活用　
個性豊かな市民文化の振興

生活充実都市・米子　

資料５　　　　　　　　　　　　　主　要　な　施　策　の　概　要

（交流と連携を育み、新しい文化を創造する都市）

伯耆の国よなご文化創造計画の推進

（２）ゆとりある心豊かな米子

　施　策　の　大　綱　ま ち づ く り の 基 本 目 標

一 般 会 計
特 別 会 計
合 計

②魅力あふれる定住のまちづくり　　

③人と自然が共生するまちづくり

①地域の活力を生み出す産業のまちづくり

②交流と連携を育むまちづくり

（４）みんなのための市役所

　　
①市民に信頼される市役所づくり

（３）活力みなぎる米子

清潔な生活環境づくり

災害に強い地域社会づくり
良質な水の安定供給

犯罪のない地域社会づくり
交通安全の環境づくり
コミュニティづくり
消費生活の安定と向上　

総合的な環境保全対策の推進
豊かな自然環境の保護と活用

活力ある農業・農村づくり
漁業経営の安定化と効率化
商業の活性化
工業の振興　
観光地としての魅力づくり
意欲と能力を活かす雇用環境の整備

効率的で計画的な土地利用の推進
快適な都市環境の形成
総合的な交通体系の整備
高度情報化の推進
コンベンションを活用した賑わいづくり
広域連携の推進　

市民との協働
効率的な行政運営の推進　
国・県等関係機関との連携強化

地域間交流の推進
国際交流の推進

行政の透明性の向上　



一般会計

（１）子育てを応援し、お年寄りが元気な米子

①安心して健やかに暮らせる健康と福祉のまちづくり 千円

（単位：千円）

番号 予算額 担当課

1 特別医療費助成事業 899,328 保 険 年 金 課

2
国民健康保険事業特別
会計繰出金

961,784 保 険 年 金 課

3
後期高齢者医療費
負担金

1,306,498 保 険 年 金 課

4
後期高齢者医療特別会
計繰出金

355,005 保 険 年 金 課

5 地域福祉活動推進事業 430 長 寿 社 会 課

6
中国残留邦人生活支援
事業

1,856 福 祉 課

7
住宅手当緊急特別措置
事業

20,612 福 祉 課

821,358

住宅扶助費 321,841

教育扶助費 15,066

医療扶助費　 1,551,939

介護扶助費 62,700

その他扶助費 11,324

施設事務費 83,859

9
居宅介護給付事業
（自立支援給付）

940,514

334,780
462,045
34,350

104,497
4,842

障がい者支援課

10
居宅介護給付事業
（地域生活支援）

109,294

33,657
70,879

120
4,638

障がい者支援課

11
地域活動支援センター
運営事業

29,720 障がい者支援課

12
障がい者グループホーム
等夜間世話人配置事業

7,012 障がい者支援課

13
障がい児通園施設利用
者負担金軽減事業

250 障がい者支援課

医療費助成対象
・身体障害1～3級、知的障害療育手帳A,B判定、精神障害1
級
・ひとり親家庭・小児・特定疾病に対する助成
※小児対象を満15歳に達した年度末まで拡大

国民健康保険事業特別会計への繰出金

主な事業 内　　容

※は新規事業

21,392,716

後期高齢者医療制度による給付費の公費負担のうち米子市
負担金

後期高齢者医療特別会計への繰出金

地区の支え合いマップの作成や地域福祉活動計画策定の推
進

中国残留邦人の生活を支援

8 生活保護扶助費 2,868,087

生活保護法に基づく扶助費の支給

住宅を喪失した又は喪失するおそれのある離職者で、就労
能力と終了意欲のある者に対し、住宅及び就労機会を確保
するための住宅手当を支給

福 祉 課

生活扶助費

ホームヘルパーの利用
デイサービスの利用
短期入所の利用
グループホーム・ケアホームの利用
その他

日中一時支援の利用
移動支援の利用
生活サポートの利用
訪問入浴サービスの利用

創作的活動などを行い、社会との交流の促進を図るセンター
の運営費の助成

グループホーム及びケアホームで夜間に専任の世話人を配
置する経費を助成

障がい児通園施設を利用する児童を含め、多子の児童を養
育する世帯の負担の軽減



番号 予算額 担当課主な事業 内　　容

14
聴覚障がい者生活支援
事業

2,000 障がい者支援課

15
障がい者福祉施設整備
費補助事業

5,383 障がい者支援課

16 ※
強度行動障がい者入居
等支援事業

4,022 障がい者支援課

17 ※
入院時付添依頼助成事
業

180 障がい者支援課

18 ※
身体障害者手帳交付対
象外難聴児への補聴器
購入助成事業

182 障がい者支援課

19 婦人緊急一時保護事業 1,432 こ ど も 未 来 課

20
敬老事業費補助金交付
事業

13,085 長 寿 社 会 課

21
認知症対策連携強化事
業

6,000 長 寿 社 会 課

22
小規模福祉施設スプリン
クラー整備事業

2,952 長 寿 社 会 課

23
介護予防実態調査分析
支援事業

3,245 長 寿 社 会 課

24
ふれあい共生ホーム整備
事業

6,000 長 寿 社 会 課

25
小規模多機能型居宅介
護事業所スプリンクラー
設備整備事業

2,028 長 寿 社 会 課

26
介護保険事業特別会計
繰出金

1,532,816 長 寿 社 会 課

27
放課後児童対策事業
（なかよし学級）

82,250 こ ど も 未 来 課

28 児童扶養手当扶助事業 853,045 こ ど も 未 来 課

29 私立・特別保育事業 220,523 こ ど も 未 来 課

30
高等技能訓練促進費
事業

18,762 こ ど も 未 来 課

31 子ども手当事業 3,431,550 こ ど も 未 来 課

重症心身障がい児・者が入院する場合に介助者を依頼する
際の必要経費の助成

身体障害者手帳の交付対象外の難聴児に対する補聴器購
入費用の助成

子ども及び高齢者のためのデイサービス等の複合施設の運
営に対する助成

介護保険事業特別会計への繰出金

昼間、保護者のいない家庭の低学年児童を預かり、学校の
空き教室などで遊びを主とする活動を実施
※開設時間延長　5校（H22）⇒7校（H23)

聴覚障がい者に対する研修会の開催、相談支援等を行う事
業者への助成

各地区で開催される敬老会等の敬老事業について、主催す
る社会福祉協議会等に対して補助金を交付

地域包括支援センターへ認知症連携担当者を設置すること
による認知症ケア体制強化事業

社会福祉法人が新たに多機能型事業所を開設するための施
設改築費用を助成

新たに重度の強度行動障がい者の受入れをする施設等に対
する助成

ＤＶ被害者の支援
※自立に係る住宅借上げの初期費用を支給

母子家庭などを経済的に支援するため、手当を支給
受給資格者　1,755人

延長保育、一時預かり、休日・夜間保育、障がい児保育など
を実施
　病児・病後児保育実施箇所　　２箇所

母子家庭の母の就業のため、資格養成訓練期間中の高等技
能訓練促進費を支給

中学校修了までの子どもを対象とした手当の支給
※3歳未満の子ども１人に対する支給額を13,000円から
20,000円に増額

認知症高齢者グループホームに対するスプリンクラー設置費
用の助成

介護予防のための「基本チェックリスト」を配布・回収すること
による生活機能の実態の分析検証

小規模多機能型居宅介護事業所に対するスプリンクラー設
置費用の助成



番号 予算額 担当課主な事業 内　　容

32 保育所措置事業（公立） 620,775 こ ど も 未 来 課

33 保育所措置事業（私立） 2,201,080 こ ど も 未 来 課

34 ※
保育所支援体制整備事
業

2,716 こ ど も 未 来 課

35 児童館活動事業 21,164 こ ど も 未 来 課

36 ※
なかよし学級待機児童対
策事業

39,982 こ ど も 未 来 課

37
子ども手当システム改修
事業

7,000 こ ど も 未 来 課

38 保育所施設改修事業 6,097 こ ど も 未 来 課

39 ※ 保育所耐震改修事業 5,426 こ ど も 未 来 課

40 公衆浴場確保対策事業 4,256 健 康 対 策 課

41 ブックスタート事業 1,514 健 康 対 策 課

42 乳幼児健康診査事業 33,147 健 康 対 策 課

43 妊婦健康診査事業 124,045 健 康 対 策 課

44 ５歳児健康診査事業 1,319 健 康 対 策 課

45
後期高齢者健康診査
事業

58,514 健 康 対 策 課

46 がん検診事業 269,684 健 康 対 策 課

47
女性特有のがん検診推
進事業

17,123 健 康 対 策 課

48 ※
働く世代への大腸がん検
診特別推進事業

12,434 健 康 対 策 課

市立保育園（17園）の運営費
入所見込　1,449人

春日保育園の耐震改修に係る設計委託等

公衆浴場を運営する者に対する助成
※省エネルギー対策施設整備に対する助成

６か月健診時における絵本等の配布
※コットンバッグの配布

乳幼児の身体発育等の把握、養育支援、育児に関する相
談、指導を実施
・乳児健康診査
・1歳6か月児健康診査
・3歳児健康診査

子ども手当を支給するための電算システムの改修経費

こども未来課内に保育リーダーを配置

発達障がいの早期発見や就学に向けた支援

75歳以上の者及び65歳以上75歳未満で一定の障がいのある
者を対象とした健康診査の実施
・一般健診（血圧、尿検査、血液検査など）
・特別健診（上記の検査に胃がん検診、大腸がん検診等を加
えた検査）

子宮頸がん及び乳がん検診において節目年齢の女性に対
し、無料クーポン券を交付

40歳から60歳までの５歳刻みの節目年齢の者に対し、大腸が
ん検診が無料で受診できるクーポン券を送付し、検診を実施

放課後児童クラブを運営する法人等への補助

胃がん等のがん検診を集団検診・個別検診で実施し、精密
検査が必要な者へ受診を勧奨
・胃がん検診　　　　　　　　　・子宮がん検診
・乳がん検診　　　　 　　　　 ・肺がん検診
・大腸がん検診
※肺がん個別検診を実施

妊婦を対象とした健康診査の実施
※検査項目を追加

私立保育園（25園）の運営費の支払い
入所見込　2,569人

児童に健全な遊びの場を与える児童館（４か所）の運営事業
費

保育園の園庭の芝生化等



番号 予算額 担当課主な事業 内　　容

49 予防接種事業 150,152 健 康 対 策 課

50
結核予防事業（結核
健診）

4,887 健 康 対 策 課

51
結核予防事業（予防
接種）

6,808 健 康 対 策 課

52
インフルエンザ予防接種
事業

89,045 健 康 対 策 課

53
子宮頸がん等３ワクチン
接種事業

214,066 健 康 対 策 課

54 住民組織育成事業 1,767 健 康 対 策 課

55
赤ちゃん安心ダイヤル事
業

2,028 健 康 対 策 課

56
地域自殺対策緊急強化
事業

3,054 健 康 対 策 課

57 ※ ベビーキープ設置事業 341 健 康 対 策 課

58
私立幼稚園運営費
補助金

43,671 こ ど も 未 来 課

59
私立幼稚園就園奨励費
助成事業

87,221 こ ど も 未 来 課

60
私立幼稚園第三子保育
料軽減事業

8,470 こ ど も 未 来 課
第３子以降の園児に係る保育料を軽減する市内私立幼稚園
に対して、軽減相当額を助成

65歳以上の高齢者と60歳以上65歳未満の一定の障がい等
のある者を対象にしたインフルエンザ予防接種

地域ぐるみの健康づくりのため、地区住民の自主活動を支援

赤ちゃんの子育てに関する24時間電話等情報サービス事業

市内私立幼稚園10園に対して運営費を助成

園児にかかる保育料及び入園料を、所得に応じて減免する
市内私立幼稚園に対して、減免相当額を助成
※減免階層区分の範囲を拡大

ふれあいの里のトイレ内にベビーキープを設置

乳幼児へのポリオ等予防接種を実施し、伝染のおそれのある
疾病の発生及びまん延を防止
・麻しん・風しん混合
・三種混合
・日本脳炎
・二種混合
・ポリオ

自殺予防を目的とした講演会の開催、街頭キャンペーン等の
実施

子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン及び小児用肺炎球菌
ワクチンの接種
※子宮頸がん予防ワクチンは、対象年齢を中学生に拡大

65歳以上の者を対象にした結核健康診断（胸部Ｘ線検査）

生後6か月未満の乳児を対象にしたＢＣＧ接種



（２）ゆとりある心豊かな米子

①豊かな心を育む人権・教育と歴史・文化のまちづくり 千円

※は新規事業 （単位：千円）

番号 予算額 担当課

1
人権教育推進員等設置
事業

22,078 人 権 政 策 課

2 ※陰田地区会館整備事業 1,875 人 権 政 策 課

3
男女共同参画センター
運営事業

13,523
男女共同参画
推 進 課

4 学校運営標準経費 212,021 教 育 総 務 課

5 学校創意工夫予算 2,664 教 育 総 務 課

47,192

20,640

2,063

7 中学校組合負担金 60,314 教 育 総 務 課

8 ※
箕蚊屋小学校屋内運動場
改築事業

29,016 教 育 総 務 課

9 ※
福生東小学校屋内運動場
改築事業

31,890 教 育 総 務 課

10 ※
就将小学校受水槽改修事
業

9,000 教 育 総 務 課

11
小学校下水道・農業集落
排水接続事業

7,889
689
7,200

教 育 総 務 課

12 小学校耐震補強事業 30,089 教 育 総 務 課

13
淀江中学校武道場改築事
業

96,466 教 育 総 務 課

14 ※ 福米中学校校舎増築事業 27,299 教 育 総 務 課

15
小学校1､2年生30人学級
実施事業

32,000 学 校 教 育 課

16
中学校1年生33人学級
実施事業

16,000 学 校 教 育 課

内　　容

児童生徒数等の割合に応じて予算を配分し、各小・中・
養護学校長の判断により事業内容を決定

主な事業

各小・中学校が創意工夫を凝らして計画した学校独自
の特色ある事業の実施

福米東小学校下水道接続工事設計
伯仙小学校農業集落排水接続工事

淀江中学校武道場改築工事

男女共同参画センターを拠点とした男女共同参画社会
の形成のための情報発信及び意識啓発

教 育 総 務 課
中学校に学校主事を配置するための
人件費　　10人分

養護学校に学校主事を配置するため
の人件費　　1人分

33人学級実施協力金
　6校8人分

30人学級実施協力金
　第1学年　7学級分、第2学年　9学級分

福生東小学校屋内運動場改築設計及び地質調査

就将小学校受水槽の改修工事

福米中学校校舎増築設計

小学校の耐震補強設計
　福米東小学校　　教室棟、管理教室棟、昇降口棟
　就将小学校　　   管理教室棟、教室棟

6
小・中・養護学校管理
人件費

69,895

小学校に学校主事を配置するための
人件費　　23人分

箕蚊屋中学校の運営経費の米子市負担金

下水道整備に伴うトイレの水洗化工事

箕蚊屋小学校屋内運動場改築設計及び地質調査

3,864,786

同和問題をはじめとするさまざまな人権問題に関する教
育啓発活動の推進を図るための人権教育推進員の配置
  　　人権教育推進員　　７人



番号 予算額 担当課

17 にこにこサポート支援事業 11,361 学 校 教 育 課

18
スクールソーシャルワー
カー活用事業

3,224 学 校 教 育 課

19
準要保護児童就学援助
事業（小学校）

19,162 学 校 教 育 課

20
準要保護生徒就学援助
事業（中学校）

23,564 学 校 教 育 課

21
準要保護児童生徒給食扶
助費

63,473 学 校 教 育 課

22 運動部活動推進事業 915 学 校 教 育 課

23
学力向上支援プロジェクト
事業

3,982 学 校 教 育 課

24
全国学力・学習状況調査
活用事業

2,441 学 校 教 育 課

25 ※
未来を拓くスクラム教育推
進事業

1,001 学 校 教 育 課

26 ※
地域で育む学校支援ボラ
ンティア事業

10,290 学 校 教 育 課

27 ※
小学校教師用教科書・指
導書整備事業

37,762 学 校 教 育 課

28 公民館運営費 312,872 生 涯 学 習 課

29 公民館施設等整備事業 51,531 生 涯 学 習 課

30 ※ 公民館児童図書配備事業 3,000 生 涯 学 習 課

31 ※
公民館子育て支援設備設
置事業

1,170 生 涯 学 習 課

32 ※ 公民館耐震改修事業 5,166 生 涯 学 習 課

33 図書資料費 21,372 20,000
1,372

生 涯 学 習 課

34 ※
子どもの読書活動推進事
業

365 生 涯 学 習 課

35
児童文化センター整備事
業

1,600 生 涯 学 習 課

市立図書館の図書資料費
・一般図書
・新聞・雑誌等

市内27の公民館と分館２館の管理運営費

公民館にベビーカー等の子育て支援に係る備品を設置

中学校区において小中学校が連携した学習指導を実施

公民館に児童図書を配備

淀江公民館の耐震補強設計費等

主な事業 内　　容

問題を抱える子どもたちの課題解決を図るため、スクー
ルソーシャルワーカーを教育委員会に配置

準要保護児童の保護者に対し学用品費、修学旅行に要
する経費などの一部を助成

個別の支援が必要な児童・生徒が在籍する学校に学校
支援員を配置

児童生徒の学力向上に向けた講演会の開催、家庭学習
の手引きの作成配布等の事業実施

準要保護生徒の保護者に対し学用品費、修学旅行に要
する経費などの一部を助成

中学校の運動部に外部指導者を派遣　　9校　計9人

準要保護児童生徒の保護者に対し、給食費の一部(9割
相当)を補助

崎津公民館及び五千石公民館の男女別トイレ・多目的ト
イレ設置工事並びに経常的修繕工事

小学校教科書改訂に伴う教師用教科書・指導書の購入
経費

学校での地域住民等のボランティア活動を支援

全国学力・学習状況調査を希望利用する学校について
採点及び集計を委託

「米子市子どもの読書活動推進ビジョン」の評価、改定

児童文化センターのトイレの一部様式化、小児用トイレ
の設置



番号 予算額 担当課

36 ※ ものづくり道場運営事業 521 生 涯 学 習 課

37
史跡上淀廃寺跡保存
整備事業

89,663 文 化 課

38
伯耆の国よなご文化創造
計画事業

211 文 化 課

39 芸術活動支援事業 500 文 化 課

40 ※ 公会堂整備事業 58,350 文 化 課

41 図書館・美術館整備事業 28,131
生 涯 学 習 課
文 化 課

42 ※
淀江文化センター整備事
業

6,600 文 化 課

43
埋蔵文化財センター管理
運営費

6,609 文 化 課

44 ※
指定文化財看板等整備事
業

140 文 化 課

45 埋蔵文化財保存活用事業 2,000 文 化 課

46 ※
有形文化財横田内膳墓碑
保存修理事業

600 文 化 課

47
市民体育館等管理運営
事業

235,730 体 育 課

48 市民体育館整備事業 4,200 体 育 課

49 ※ 東山水泳場整備事業 209,910
209,449
461
体 育 課

50 ※ 東山陸上競技場改修事業 354,444 体 育 課

51 学校給食運営事業 307,529
217,619

学 校 給 食 課

②魅力あふれる定住のまちづくり　　 千円

（単位：千円）

番号 予算額 担当課

1 自主防災組織育成事業 1,733 防 災 安 全 課

検討委員会の開催経費

淀江文化センター改修工事及び地上デジタル電波障害
対策工事

第２種陸上競技場公認に必要な改修
　走路・助走路等改修工事
　写真判定装置改修工事

発掘調査記録や出土品の整理・研究・データ整理

市指定有形文化財横田内膳墓碑のき損防止、形状保
全

屋内プール屋根改修工事
飛込みプール漏水修繕工事

内　　容

文化財の保護と活用のための施設運営

子どもたちのものづくり体験の地域指導者養成、教室・イ
ベントを行うものづくり協力会議への負担金

学校給食の運営経費
  学校給食調理業務委託

図書館・美術館の改修工事に係る基本設計経費等

公会堂整備工事に係る基本設計経費等

主な事業

地域において新規に結成される自主防災組織への助成
及び既設の自主防災組織の育成や防災活動等への助
成

市民体育館、地区体育館、弓道場、武道館、都市公園
の一部等の管理運営

市民体育館南側トイレ改修工事

市指定文化財標柱の整備

菩薩像の復元、解説広場整備等

アートスタート活動及びアーティストリゾート創造事業を
実施する団体の助成

5,998,424

主な事業 内　　容

※は新規事業



番号 予算額 担当課

2 連携備蓄物品更新事業 4,535 防 災 安 全 課

3 ※ 交通安全計画作成事業 110 防 災 安 全 課

4 防犯対策推進事業 12,128 防 災 安 全 課

5 非常備消防費 63,618 防 災 安 全 課

6
消防ホース乾燥塔改修事
業

2,100 防 災 安 全 課

7 ※防火水槽整備事業 2,700 防 災 安 全 課

8 ※
消防ポンプ自動車整備更
新事業

24,000 防 災 安 全 課

9 犯罪被害者支援事業 299 防 災 安 全 課

10 消費生活行政関連経費 11,905 市 民 相 談 課

11 消費生活行政活性化事業 4,634 市 民 相 談 課

12 環境対策事業 2,895 環 境 政 策 課

13 ぽい捨て禁止等対策事業 55 環 境 政 策 課

14 市内一斉清掃事業 22,673 環 境 政 策 課

15 家庭系生ごみ減量化事業 1,419 環 境 政 策 課

16 ※
ダンボール堆肥普及啓発
事業

747 環 境 政 策 課

17 分別収集事業 552,323 環 境 政 策 課

18  ごみ有料化事業 63,927 環 境 政 策 課

主な事業 内　　容

第９次米子市交通安全計画の作成

市民の快適な生活環境の確保のため、一般家庭から排
出される一般廃棄物（ごみ）収集及びごみ分別収集カレ
ンダー、よなごみ通信等によるごみの分別・減量化の啓
発

地域住民の防犯、安心安全確保に繋がる防犯灯の設置
及び電灯料に対する助成、防犯意識の普及のための事
業実施を推進する米子市防犯協議会に対する助成

防火水槽の修繕

災害時備蓄物品のうち保証年限が過ぎる物品の更新

ごみのぽい捨てや飼い犬などのふんの放置の防止な
ど、環境美化啓発

生ごみ減量化の推進を図るため、生ごみ処理機及び処
理容器の購入費を助成

火災等の出動で使用した消防用ホースを乾燥させるた
めのホース乾燥塔の改築

犯罪被害者に対して、電話・面接相談、カウンセラーや
医療機関の紹介などを行う民間の被害者支援団体「とっ
とり被害者支援センター」の事業運営費に対する助成

生ごみ減量化に向けて、家庭でのダンボール箱を使っ
た生ごみ堆肥づくりの普及啓発

消費者啓発の強化、窓口職員対象の研修開催、相談員
のスキルアップのための研修派遣等

市民と共に環境に配慮した住みよい街づくりを目指すた
めの環境美化活動奨励等

消防団所属の消防ポンプ自動車を更新整備

常備消防と連携し、火災、地震等から市民を守る消防団
の管理運営

消費生活相談室の運営、相談業務に従事する相談員の
配置経費等

ごみ処理有料化に係る、指定ごみ袋・収集シールの製
造及び販売等の経費
　・指定ごみ袋　　大（40㍑）　処理手数料　60円
　　　　　　　　　　　中（20㍑）　処理手数料　30円
　　　　　　　　　　　小（10㍑）　処理手数料　15円
　・収集シール　　　　　　　　　処理手数料　60円
ボランティア清掃用指定ごみ袋・収集シールの製造及び
配布
乳幼児世帯等の負担軽減措置

春と秋の2回実施する市内一斉清掃の経費



番号 予算額 担当課

19 不法投棄対策事業（啓発） 4,215 環 境 政 策 課

20 ※
一般廃棄物処理基本計画
策定事業

1,014 環 境 政 策 課

21 クリーンセンター運転事業 1,064,260 環 境 事 業 課

22 合併処理浄化槽設置事業 23,060 業 務 課

23
農業集落排水事業特別
会計繰出金

249,669 業 務 課

24
下水道事業特別会計
繰出金

2,060,271 業 務 課

25
旧加茂川・寺町周辺地区
街なみ環境整備事業

7,318 都 市 計 画 課

26 排水路新設改良事業 42,237 土 木 課

27 準用河川改修事業 95,100 土 木 課

28 排水路維持補修事業 72,547
維 持 管 理 課
土 木 課

29 都市公園管理事業 159,012 維 持 管 理 課

30
上福原地内調節池管理事
業

463 維 持 管 理 課

31 交通安全施設整備事業 31,570 維 持 管 理 課

32
鳥取県西部地震被災者向
け住宅資金利子補給事業

24,072 建 築 住 宅 課

33 市営住宅管理事業 112,667 建 築 住 宅 課

34 まちなか居住支援事業 1,000 建 築 住 宅 課

35 市営五千石住宅建替事業 670,250 建 築 住 宅 課

36 ※
市営住宅長寿命化計画策
定事業

6,300 建 築 住 宅 課

下水道等整備予定区域外において合併処理浄化槽に
転換する者に対する助成

主な事業 内　　容

大池端川への負荷を軽減するための調節池の管理

まちかど広場整備工事（造成）及び家屋修景について補
助

未整備排水路の改良

堀川の改修

交差点改良、歩道設置、防護柵設置、反射鏡設置及び
道路標識設置等

鳥取県西部地震の被災者向け住宅資金の利子補給

市営住宅の維持管理　1,590戸

市外から転入し、中心市街地に住宅を取得し居住する
方に、固定資産税相当額を助成

市営五千石住宅建替え（Ｈ２１～Ｈ２６）

予防的な修繕や耐久性向上のための改善及びストック
整備のために必要な計画の策定

市内一円の排水路の改修及び補修

平成17年度に策定した「米子市一般廃棄物処理基本計
画」の評価、見直し

起債元利償還金相当額の一部等を繰出し

ごみ処理有料化に伴う、不法投棄、不適正なごみの持ち
出しなどの防止対策強化経費
・不法投棄監視カメラの設置
・不法投棄監視員の設置
・不法投棄対策補助金の交付（２７地区）

米子市クリーンセンターにおける可燃ごみの焼却処理

都市公園維持管理、つつじ祭り及び緑化フェアー等へ
の助成

起債元利償還金相当額の一部等を繰出し



番号 予算額 担当課

37 ※
市営冨士見町住宅受電設
備改修事業

17,000 建 築 住 宅 課

38 ※
市営陰田町住宅公共下水
道接続事業

6,300 建 築 住 宅 課

39 アスベスト撤去支援事業 11,250 建 築 指 導 課

40
震災に強いまちづくり促進
事業

6,544 建 築 指 導 課

③人と自然が共生するまちづくり 千円

（単位：千円）

番号 予算額 担当課

1 市行造林保育事業 7,096 農 林 課

2 松くい虫防除事業 18,539 農 林 課

3 ※ 斜面崩壊復旧事業 20,000 農 林 課

4 公害対策事業 259 環 境 政 策 課

5 環境基本計画策定事業 1,436 環 境 政 策 課

6 環境学習事業 302 環 境 政 策 課

7 中海水質保全対策事業 592 環 境 政 策 課

8 生活排水対策事業 127 環 境 政 策 課

9 地球温暖化対策事業 27,427 環 境 政 策 課

10 ※
電気自動車・急速充電器
整備事業

16,563 環 境 政 策 課

11 ※ 中海写真展広報啓発事業 399 環 境 政 策 課

12 米子水鳥公園運営事業 36,103 環 境 政 策 課

13 ※
水鳥公園ネイチャーセン
ター空調設備整備事業

6,000 環 境 政 策 課

過去に植栽した杉、ヒノキの保全管理、下刈、枝打ち、
間伐等
　　日南町花口、淀江町稲吉

建築物のアスベスト分析調査及び除去等に対する助成

主な事業 内　　容

米子市中海水質保全計画に基づき、関係機関、事業者
及び住民等と連携を図り、中海の水質浄化対策を実施

公共用水域の水質汚濁防止や下水道等の負荷軽減を
図るための生活排水対策

141,655

内　　容

中海写真展最優秀作品を使用したポストカードの作成
及び配布

松くい虫の飛散、被害拡大の防止
　　伐倒駆除並びにヘリコプターによる薬剤空中散布

環境基本計画策定に要する経費

屋上に設置している受電用キュービクルの改修及び
ケーブル敷設工事

市営陰田町住宅の公共下水道への接続

水鳥公園ネイチャーセンター観察ホールの一部に空調
設備を設置

野鳥等の貴重な生息地である米子水鳥公園の管理運
営

住宅及び一般建築物の耐震診断並びに一戸建て住宅
の耐震改修設計・耐震改修工事に対する助成

公用電気自動車の購入及び市内への急速充電器の設
置

荒廃林地及び山林斜面の崩壊の予防・復旧
　 陰田町、陽田町（2か所）

※は新規事業

自ら居住する市内の住宅等に太陽光発電システムに加
えて省エネ設備を設置する方に対し助成

環境問題への理解を図るため、次世代を担う小・中学生
を対象とした、身近な環境を肌で感じる体験型学習

市民から寄せられる苦情等の問題解決を図るとともに、
多様化している公害苦情の解決・防止及び緊急事故に
対応

主な事業



（３）活力みなぎる米子

①地域の活力を生み出す産業のまちづくり 千円

（単位：千円）

番号 予算額 担当課

1 中心市街地活性化推進事業 4,319 地 域 政 策 課

2 ※ まちの案内看板設置事業 6,277 地 域 政 策 課

3 ※ ダラズＦＭ出資金 2,000 地 域 政 策 課

4
にぎわいのある商店街づくり
事業

3,300 商 工 課

5
弓浜絣産地維持緊急対策
事業

2,429 商 工 課

6
中小企業新技術新製品開発
促進補助金

2,000 商 工 課

7 海外販路開拓支援事業 1,000 商 工 課

8
魅力ある商店街づくり事業費
補助金

5,724 商 工 課

中心市街地活性化基本計画に基づく各種事業の推進及
びフォローアップ、中心市街地活性化協議会の活動支援
等

空店舗へ入居しようとする者への助成及び集客性のあるソ
フト事業に対する助成

主な事業 内　　容

県、米子市、境港市で協調して、弓浜絣技術者の後継者
育成を助成

中小企業が行う新技術・新製品の開発及び販路開拓費用
を助成

海外を対象とした市場調査、海外見本市等への出展、サン
プル品の輸入・開発費用を助成

商店街のアーケード撤去費用と、撤去後の環境整備費用
を助成

中心市街地に大・中・小拠点を位置付け、それぞれに周辺
地図や誘導看板を設置

コミュニティＦＭによる放送事業を行う事業者への出資

7,681,219

※は新規事業

9
和田浜工業団地排水対策事
業

44,000 商 工 課

10 商工業振興資金貸付事業 4,842,080
商 工 課
観 光 課

11
流通業務団地立地促進
補助金

1,304 経 済 戦 略 課

12 ※ 企業立地促進資金融資事業 633,334 経 済 戦 略 課

13 地域産品広告宣伝事業 1,800 経 済 戦 略 課

14 企業立地促進補助金 39,852 経 済 戦 略 課

15 ※
二本木地区工場用地再整備
事業

430,096 経 済 戦 略 課

県との協調による商工業者向けの融資制度に係る資金預
託

誘致企業が行う設備投資や運転資金に対する融資制度に
係る資金預託

ふるさと納税制度を活用した地域産品の広告宣伝及び全
国展開の推進

米子流通業務団地内の土地を市から買い受け、3年以内
に流通業務施設の立地に着手し操業を開始する企業に対
する補助金
　流通業務施設立地補助金　　　1社
　　操業開始から3年間、固定資産税相当額を助成
　雇用促進補助金　　　　　　　　　3社
　　新規常用雇用者1人当たり30万円を3か年分割で助成

和田浜工業団地の流末排水路の整備

本市の誘致企業に対する支援
　工場立地促進補助金　　　2社
　　操業開始から3年間、固定資産税相当額を助成
　雇用促進補助金　　　　　　3社
　　新規常用雇用者1人当たり30万円を3か年分割で助成
※用地取得費補助金　　　　 1社
     新規取得用地の取得費用の30%を5か年分割で助成

市が誘致した企業が工場を立地するために必要となる用地
及び排水路の整備



番号 予算額 担当課

16 ※
企業立地に係る水環境影響
評価委員会

268 経 済 戦 略 課

17 ※ ６次産業化推進事業 22,733 経 済 戦 略 課

18 観光協会助成事業 27,064 観 光 課

19 ※
国際会議場照明設備等改修
事業

2,069 観 光 課

20 米子がいな祭補助事業 5,760 観 光 課

21 エコツーリズム推進事業 300 観 光 課

22 山陰国際観光協議会事業 7,285 観 光 課

23 ※
メディア芸術振興事業（アニ
カルまつり開催支援事業）

1,500 観 光 課

24 ※
名水と史跡ウォーキング大会
開催事業

1,300 観 光 課

各種観光イベントの実施及び効果的な観光客誘致宣伝の
実施等を目的とした米子市観光協会への補助
　　実施事業
　　　観光客誘致宣伝事業、桜まつり、皆生海水浴場
　　　対策、観光キャンペーン、トライアスロン助成等

内　　容主な事業

2012年国際マンガサミット鳥取大会の前段として開催される
「とっとりアニカルまつり」の運営経費を支援

淀江地区の名水、史跡を巡るウォーキング大会の開催費用
を助成

市が誘致した企業が地下水を取水することによる周辺環境
への影響を調査及び評価するため、地下水に関する専門
家による評価委員会を設置

第38回米子がいな祭実行委員会への助成

大山・中海圏の豊かな自然、文化資源などをいかしたエコ
ツーリズム（環境に対する理解を深めようとする旅）の推進

官民が一体となり推進する米子－ソウル便の利用促進、国
際チャーター便の運航促進、外国人観光客の受入体制整
備などへの助成事業に対する負担金

農業者等が行う６次産業化に向けた施設・機械設備等の導
入を支援

コンベンションセンター内の国際会議場照明設備調光盤の
更新

開催事業

25 ※
皆生温泉インバウンド推進事
業

1,000 観 光 課

26 ※
よどえ魅力発信プロジェクト
推進事業

158 観 光 課

27 就農条件整備事業 24,922 農 林 課

28 チャレンジプラン支援事業 27,017 農 林 課

29 中山間地直接支払事業 6,368 農 林 課

30 担い手規模拡大促進事業 1,888 農 林 課

31
農地・水・環境保全向上
対策事業

7,351 農 林 課

32 単市土地改良事業 101,900 農 林 課

新規就農者（認定就農者）への農業機械・農業設備整備に
対する助成

意欲ある農業者が作成した特色ある営農プランによる園芸
作物及び水田利用に対する支援

農地の利用集積と遊休農地の解消を図った農業者（認定
農業者）や団体に対する助成
　通常農地　2,360ａ　×＠800円

中山間地域における水路・農道の管理等の共同活動を支
援

を助成

農業生産基盤整備のための農道、用排水路、水利施設等
の整備及び維持補修

皆生温泉にぎわい創出事業実行委員会（県・市・皆生温泉
旅館組合）が実施する外国人観光客誘致事業に要する費
用を負担

淀江地区の観光、農林水産業の連携を図る組織の立ち上
げ及び周遊パンフレットの作成

農村の景観形成、農地や水などの資源の保全を目的とし
た農業者、自治会等地域住民が一体となって行う活動組
織への助成
　対象面積　　　水田　　571．76ha
　　　　　　　　　　畑      　 58．49ha
　対象組織数    30組織



番号 予算額 担当課

33 多様な集落営農支援事業 3,000 農 林 課

34 水稲育苗利用助成補助金 2,880 農 林 課

35 いきいき直売支援事業 400 農 林 課

36 緑肥作物作付推進事業 734 農 林 課

37 就農応援交付金事業 11,005 農 林 課

38 ※ 戸別所得補償制度推進事業 4,000 農 林 課

39 ※
環境保全型農業直接支援対
策事業

2,222 農 林 課

40
県営基幹水利施設ストック
マネジメント事業負担金

2,040 農 林 課

41
緑の産業再生プロジェクト事
業

10,000 農 林 課

42 淡水魚育成放流事業 3 000 水 産 振 興 室

県が施行する五千石頭首工の機能診断、機能保全計画策
定及び対策工事に対する負担金

日野川水系漁業協同組合が事業主体となって実施する、

主な事業 内　　容

広域育苗施設利用者の水稲育苗代金のうち、資材高騰に
よる負担増（135円）について、市、農協、農業者で負担

生産者グループ等が行う直売活動について、開設経費等
を助成

緑肥の種子購入費を助成

集落営農組織への機械設備支援　　　 1件

鳥取県緑の産業再生プロジェクト協議会が策定した計画に
基づき実施される高性能林業機械導入、木材加工施設整
備、木造公共施設整備、間伐などへの助成

就農初期の運転資金、基盤整備費及び生活費等への支
援

戸別所得補償制度を推進する農業再生協議会の事務費を
助成

地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活
動に取り組む農業者への助成

42 淡水魚育成放流事業 3,000 水 産 振 興 室

43 淡水魚試験研究育成事業 7,600 水 産 振 興 室

44 航路浚渫事業 10,000 水 産 振 興 室

45
米子市漁業協同組合運営
事業

7,200 水 産 振 興 室

46
漁業経営財務基盤強化緊急
対策事業

49 水 産 振 興 室

47 ※ 漁業担い手育成研修事業 1,451 水 産 振 興 室

48 侵入防止柵設置事業 300 水 産 振 興 室

49
緊急臨時職員雇用事業（緊
急雇用対策）

50,383 職 員 課

50
市税等の口座振替加入率
アップ及び収納体制の整備
事業（緊急雇用対策）

42,310 行 政 経 営 課

51 ※
防犯灯設置管理状況調査事
業（緊急雇用対策）

3,614 防 災 安 全 課

日野川水系漁業協同組合 事業 体 実施す 、
日野川への淡水魚稚魚放流を助成

日野川水系漁業協同組合が事業主体となって実施する、
淡水魚の種苗生産・増殖の試験研究を助成

事務量の急激な増加等に対応するため、臨時職員を雇用

市税、保険料等の口座振替利用促進及び各収納担当課
の収納体制の強化

皆生漁港の航路を確保するため、堆砂を浚渫

米子市漁業協同組合の運営費、施設管理費、稚魚放流事
業等への助成

鳥取県漁業経営財務基盤強化緊急対策資金を借り入れた
漁業者へ信用保証料を助成

皆生漁港防波堤入口への侵入防止柵の設置

自治会管理の防犯灯の設置状況を調査し、台帳を作成

漁業への新規参入希望者に対して漁協が実施する研修費
用を助成



番号 予算額 担当課

52
下町観光等実態調査事業
（緊急雇用対策）

708 地 域 政 策 課

53
中心市街地移動実態調査事
業（緊急雇用対策）

2,667 地 域 政 策 課

54 ※
中心市街地等ＦＭ情報発信
事業（緊急雇用対策）

3,604 地 域 政 策 課

55
中心市街地総合情報発信事
業（緊急雇用対策）

4,662 地 域 政 策 課

56
まちなかすまいるデータバン
ク事業（緊急雇用対策）

7,126 地 域 政 策 課

57
ふるさと納税推進・地元特産
品等広告宣伝タイアップ事
業（緊急雇用対策）

7,527 市民自治推進課

58 ※
特別医療費制度改正事業
（緊急雇用対策）

2,381 保 険 年 金 課

59
夏休み学習援助事業（緊急
雇用対策）

389 人 権 政 策 課

60 ※
環境基本計画温室効果ガス
排出量等調査事業（緊急雇
用対策）

2,500 環 境 政 策 課

主な事業 内　　容

下町等における観光客へのヒアリング調査及び自動車、自
転車、徒歩等の人の移動状況の実態把握

中心市街地における自動車、自転車、徒歩等の人の移動
状況の実態把握

インターネット等を活用した中心市街地の空き店舗情報や
イベント情報の提供等中心市街地活性化事業全般にわた
る情報の発信

不動産市場に出ていない中心市街地内の優良な住宅物
件情報の調査、収集、管理及び発信

ふるさと納税制度のきめ細やかな広報、地元特産品の広告
宣伝活動

コミュニティＦＭによる行政情報、防災情報、中心市街地情
報等の発信

特別医療費助成の制度改正に伴う台帳整理等

環境基本計画策定のための温室効果ガス排出量等のデー
タ調査

外国にルーツを持つ児童生徒及び同和地区児童生徒を
対象とした「学習教室」による学習支援

61
福祉の店販売促進事業（緊
急雇用対策）

6,000 障がい者支援課

62
「働きながら資格をとる」介護
雇用プログラム事業（地域人
材育成事業）

52,674 長 寿 社 会 課

63
介護保険認定調査強化事業
（緊急雇用対策）

9,128 長 寿 社 会 課

64
高齢者ライフサポート事業
（緊急雇用対策）

9,200 長 寿 社 会 課

65
元気づくり地域応援事業（緊
急雇用対策）

11,290 長 寿 社 会 課

66
赤ちゃん安心相談事業（緊
急雇用対策）

682 健 康 対 策 課

67
赤ちゃん保育サポーター事
業（緊急雇用対策）

1,503 健 康 対 策 課

68
勤労者福祉対策推進事業
（緊急雇用対策）

8,000 商 工 課

69
中心市街地空き店舗活用調
査事業（緊急雇用対策）

1,000 商 工 課

障がい者が製作した商品の宣伝及び販売事業

健診会場等において複数の乳幼児を連れている母親への
支援事業

失業者等を介護職員として施設で勤務させながら介護福
祉士等の資格を取得させる事業

ケアマネージャー等の資格を有する者を認定調査員として
雇用

面接・電話による相談事業

勤労者福祉サービスセンターが実施する福利厚生事業の
普及啓発

効果的な空き店舗対策の立案及び空き店舗情報の発信の
ための中心市街地商店街の空き店舗実態調査

高齢者の困りごと相談を始めとした日常生活を支援する相
談員を設置

地域に健康運動指導士を派遣して実施する健康づくり事
業



番号 予算額 担当課

70
企業情報発信事業（緊急雇
用対策）

3,835 商 工 課

71
ものづくり産業活性化推進事
業（緊急雇用対策）

9,000 経 済 戦 略 課

72
観光地美化事業（緊急雇用
対策）

4,000 観 光 課

73
エコツアー市場調査事業（緊
急雇用対策）

3,667 観 光 課

74
皆生温泉街並み環境整備事
業（緊急雇用対策）

6,344 観 光 課

75
国際観光基盤整備事業（緊
急雇用対策）

6,000 観 光 課

76
皆生温泉文化創造事業（緊
急雇用対策）

3,752 観 光 課

77
境港市内米子市観光案内所
事業（緊急雇用対策）

6,500 観 光 課

78
ヘルスツーリズム開発事業
（緊急雇用対策）

7,500 観 光 課

79
米子市観光プロモート推進
事業（緊急雇用対策）

12,000 観 光 課

主な事業 内　　容

市内企業の情報を発信するためのポータルサイトの構築

外国人観光客への情報発信及びエコツアー推進のための
通訳ボランティアの育成

企業訪問による経営相談及び経営計画策定支援、ビジネ
スマッチング事業等

市内観光地周辺やイベント開催場所の清掃美化

観光プロモーターを雇用し、旅行商品造成、観光客の受入
体制整備等

エコツアー利用者へのアンケート調査及び結果分析

皆生温泉街の清掃、植栽・花壇の管理

米子市の観光案内、米子市への誘客を図るため、境港市
に観光案内所を開設

健康・スポーツを切り口とした新しいツアーメニューの開発

「素鳳ふるさと館」を活用した、皆生温泉の活性化を図るた
めの企画の実施

事業（緊急雇用対策）

80
皆生温泉旅行商品販路開拓
事業（緊急雇用対策）

6,300 観 光 課

81
安心して暮らせる街づくり推
進事業（緊急雇用対策）

12,000 維 持 管 理 課

82
市営住宅管理強化事業（緊
急雇用対策）

1,355 建 築 住 宅 課

83 ※
地籍調査基準点調査事業
（緊急雇用対策）

5,000 地 域 振 興 課

84
学校ネットワーク環境整備事
業（緊急雇用対策）

1,680 教 育 総 務 課

85
学校環境整備事業（緊急雇
用対策）

3,156 教 育 総 務 課

86
学校いきいき支援事業（緊急
雇用対策）

49,299 学 校 教 育 課

87
公民館ＩＴ環境整備事業
（緊急雇用対策）

2,224 生 涯 学 習 課

88
歴史資料整理事業
（緊急雇用対策）

7,543 文 化 課

皆生温泉を活用した旅行商品の開発及び販路開拓

学校敷地内の安全確保及び周辺環境改善のための樹木
の伐採、剪定

ネットワーク環境や情報機器の点検・管理及び公民館職員
のスキルアップ

歴史館等で所蔵している写真資料、古文書、記録資料、書
籍等の整理及びデジタル化

現況基準点の現地調査及び台帳作成

市営住宅緊急確保事業による修繕済み空家住宅の入居募
集等にかかる経費

ネットワーク環境や情報機器の点検・管理

体制整備等

安全施設の台帳整備業務の委託

小･中学校へ教育補助員を配置



番号 予算額 担当課

89
米子城跡環境整備事業
（緊急雇用対策）

4,872 文 化 課

90
埋蔵文化財資料整理事業
（緊急雇用対策）

4,918 文 化 課

91
史跡等環境整備事業
（緊急雇用対策）

4,877 文 化 課

92
淀江傘伝承活性化事業
（緊急雇用対策）

2,730 文 化 課

93 ※
農地情報電子化事業（緊急
雇用対策）

1,946
農 業 委 員 会
事 務 局

②交流と連携を育むまちづくり 千円

（単位：千円）

番号 予算額 担当課

1 広域行政管理組合負担金 2,765,818 企 画 課

2 中海市長会 75,690 企 画 課

3 ※ 山陰都市連携協議会 10 企 画 課

主な事業名 内　　容

農地基本台帳に関する各種資料の電子データ化

主な事業 内　　容

西部広域行政管理組合への負担金

米子市･境港市･松江市･安来市・東出雲町で連携し、中海
圏域の一体的な発展のための連絡調整及び共同事業を実
施

石垣除草、雑木伐採

埋蔵文化財発掘調査の資料整理

「淀江傘製造技術」伝承の活性化

除草及び危険木の伐採

4,437,728

鳥取県・島根県の市長及び議長で組織する協議会の負担

※は新規事業

3 ※ 山陰都市連携協議会 10 企 画 課

4 交通バリアフリー推進事業 163 地 域 政 策 課

5
米子空港利用促進懇話会
特別会計負担金

10,334 地 域 政 策 課

6 生活路線運行対策事業 99,001 地 域 政 策 課

7 韓国国際交流員配置事業 5,341 市民自治推進課

8 中国国際交流員配置事業 5,312 市民自治推進課

9 韓国行政研修事業 424 市民自治推進課

10 ※
米子市・束草市貿易推進交
流事業

2,460 市民自治推進課

11 ※
米子市・保定市友好都市締
結２０周年記念事業

1,428 市民自治推進課中国・保定市との友好都市締結２０周年記念事業の開催

地域国際化に伴う国際交流事業推進のための韓国国際交
流員の配置

地域国際化に伴う国際交流事業推進のための中国国際交
流員の配置

「米子市交通バリアフリー基本構想」に基づき、特定事業者
が実施する事業の成果の評価、進捗状況の確認、新たな
問題点への取組・検討を行う米子市バリアフリー推進協議
会の開催

官民が一体となり推進する国内航空便の利用促進及び北
海道・沖縄チャーター便並びに国際チャーター便の運航促
進助成事業に対する負担金

韓国姉妹都市への職員自主企画による行政研修

路線バスの運行維持のためのバス事業者への補助

鳥取県 島根県の市長及び議長で組織する協議会の負担
金

米子市及び束草市での商談会の開催



番号 予算額 担当課

12
淀江地区CATV管理運営
事業

18,616 情 報 政 策 課

13  コンベンション関連経費 113,815 観 光 課

14 地籍調査事業 8,388
農 林 課
地 域 振 興 課

15 駐車場事業特別会計貸付金 124,241 建 設 企 画 課

16
都市計画マスタープラン作
成事業

331 都 市 計 画 課

17 道路新設改良事業 198,000 土 木 課

18
日本中央競馬会事業周辺環
境整備事業

35,000 土 木 課

19
市道上福原東福原線改良事
業(皆生温泉環状線改良事
業・３工区）

87,435 土 木 課

20 ※ 市道西原佐陀線改良事業 52,900 土 木 課

主な事業名 内　　容

起債元利償還金の80％相当額を貸付け

市道上福原東福原線改良

未整備道路の改良

ウインズ周辺の公共施設の環境整備

コンベンションセンターの管理運営
　指定管理者　　財団法人とっとりコンベンションビューロー
　　（県・市　各１/2負担）
コンベンションビューロー運営費負担金
コンベンション開催支援補助金

土地の境界確認及び測量を行い、地籍図及び地籍簿を作
成

淀江町地区のケーブルテレビ網の管理運営

都市計画マスタープランの作成

西原佐陀線の未整備区間の整備

21 ※ 立町米原線側溝修繕事業 21,000 土 木 課

22 外浜街道線改良事業 38,000 土 木 課

23 下和田東１号線改良事業 12,000 土 木 課

24 県営道路事業負担金 2,025 土 木 課

25 県営街路事業負担金 69,680 土 木 課

26 道路維持補修事業 125,911
維 持 管 理 課
土 木 課

27 除雪事業 6,873 維 持 管 理 課

28 ※ 橋りょう補修事業 5,400 維 持 管 理 課

29 ※
橋りょう長寿命化修繕計画策
定事業

8,000 維 持 管 理 課

30 歩道のバリアフリー化事業 28,628 維 持 管 理 課歩道の点字ブロックの設置及び歩道路面の整備

市内一円の市道の維持補修

県が施行する道路事業に対する負担金

県が施行する街路事業に対する負担金

外浜街道改良

下和田東１号線の未整備区間の整備

市道上の除雪及び凍結防止剤の配布・散布並びに除雪機
の購入

橋りょうの補修のための調査

予防的な修繕及び計画的な架替えのために必要な計画の
策定

米原二丁目地域の排水改善のための管渠・側溝改良



（４）みんなのための市役所

①市民に信頼される市役所づくり 12,442,472 千円

（単位：千円）

番号 予算額 担当課

1 広報よなごの発行 14,991 秘 書 広 報 課

2 ※ 市勢要覧発行事業 630 秘 書 広 報 課

3 ホームページ運営事業 855 秘 書 広 報 課

4
米子ゴルフ場昇降式防球
ネット電動ウインチ交換事業

12,300 総 務 管 財 課

5
元米子市厚生寮（米川分寮）
建物解体事業

8,000 総 務 管 財 課

6 経済センサス（活動調査） 6,196 総 務 管 財 課

7 職員研修事業 4,930 職 員 課

8 入札契約事業 548 入 札 契 約 課

9 行政改革推進事業 465 行 政 経 営 課

10 情報収集事業 1,121 企 画 課

11 公共事業評価 96 企 画 課

12 総合計画策定事業 3,279 企 画 課

13 ※ ネギの子は子ネギ事業 1,589 企 画 課

14 ふるさと納税推進事業 8,298 市民自治推進課

15 自治基本条例策定事業 2,692 市民自治推進課

16 まちづくり活動支援事業 1,875 市民自治推進課

17 ※
外国人住民基本台帳整備事
業

50,727 市 民 課

18
住民税エルタックスシステム
運用事業

7,124 市 民 税 課

※は新規事業

毎月号　１２回発行（５１,５００部）

市の行政情報等を広報するためのホームページの運
営

市民が構成員となり設立したボランティア団体や地域
活動グループ等が実施する自主的なまちづくり活動へ
の助成

第２次米子市総合計画の印刷製本費

自治基本条例制定に向けた事務と条例の必要性・内
容の広報啓発活動等

政策形成及び政策判断に必要な最新の情報を得るた
め、インターネット等を活用した行政情報の収集

案内ちらしの送付、訪問等によるふるさと納税制度の
周知及び寄附者への記念品の送付等

米子市公共事業評価委員会による大規模公共事業の
妥当性の検証及びその情報公開

事業所・企業の従業者数、売上高等を調査

電子申告に対応するためのエルタックスシステム利用
料等

行財政改革大綱及び実施計画を基にした行財政改革
の推進

職員に対する一般研修、派遣研修、自主研修等の実
施

内　　容主な事業

適正な入札契約業務

ヨネギーズの子どものぬいぐるみ作製経費

法改正により外国人住民を住民基本台帳法の適用対
象に加えるためのシステム改修

市勢要覧の発行（３，０００部）

米子ゴルフ場の昇降式防球ネットの電動ウィンチを交
換

元米子市厚生寮(米川分寮)建物の解体



番号 予算額 担当課

19
国税連携に伴うシステム改
修事業

28,883 市 民 税 課

20 議会報発行事業 5,544 議 会 事 務 局

21 市政調査研究事業 17,835 議 会 事 務 局

22 県知事県議会議員選挙 42,973
選挙管理委員会
事 務 局

23 農業委員会委員選挙 7,432
選挙管理委員会
事 務 局

24
尾高井手土地改良区総代総
選挙

10
選挙管理委員会
事 務 局

25
淀江宇田川地区土地改良区
総代総選挙

37
選挙管理委員会
事 務 局

政務調査費交付金等

国税の制度改正に伴う市税システムの改修

鳥取県知事及び鳥取県議会議員選挙執行経費
（任期満了日：県知事　平成23年4月12日、県議会議
員　平成23年4月29日）

内　　容

農業委員会委員一般選挙執行経費
（任期満了日：平成23年7月19日）

年4回の市議会本議会の議論の内容や審議の結果な
どを市内全世帯へ配布

淀江宇田川地区土地改良区総代選挙執行経費
（任期満了日：平成23年8月31日）

主な事業

尾高井手土地改良区総代選挙執行経費
（任期満了日：平成24年2月23日）



特別会計

（１）子育てを応援し、お年寄りが元気な米子 （単位：千円）

①安心して健やかに暮らせる 　社会保障制度の適正な運営　

　健康と福祉のまちづくり ・ 国民健康保険事業特別会計 14,857,919

・ 介護保険事業特別会計 10,834,121

・ 後期高齢者医療特別会計 1,462,746

（２）ゆとりある心豊かな米子

①豊かな心を育む人権・教育と

　歴史・文化のまちづくり 　人権尊重都市の実現　

・ 住宅資金貸付事業特別会計 10,242

②魅力あふれる

　定住のまちづくり　　 ・ 下水道事業特別会計 6,121,638

・ 農業集落排水事業特別会計 735,228

・ 市営墓地事業特別会計 13,975

（３）活力みなぎる米子

　快適な住環境の整備　

 

①地域の活力を生み出す

　産業のまちづくり

・ 流通業務団地整備事業特別会計 71,070

②交流と連携を育むまちづくり

・ 土地取得事業特別会計 61,316

・ 駐車場事業特別会計 216,820

　商業の活性化

　効率的で計画的な土地利用の推進



※は新規事業 （単位：千円）

会計名 予算額

総務費 338,427 収納率向上特別対策 34,329

医療費適正化特別対策 21,464

賦課徴収費　　　　　　　　　　 38,313

※被保険者証のカード化準備経費4,470千円を含む。

国保運営協議会費　　　　　　　　 408

国保連合会負担金　　　　　 14,188

人件費、事務費等　　　　 229,725

療養諸費 8,922,960 一般被保険者　　　　　　約35,800人

退職被保険者　　　　　　　約2,200人

高額療養費 1,140,143 一定額以上の医療費を国保が負担

出産育児一時金 84,042 1件当たり420千円

葬祭費 4,600 1件当たり 20千円

後期高齢者支援金等 1,522,177 後期高齢者医療制度における国保負担金

前期高齢者納付金等 2,650 前期高齢者医療制度における国保負担金

老人保健拠出金 120 医療費・事務費拠出金

介護納付金 665,160 介護保険第2号被保険者保険料

共同事業拠出金 1,888,536 保険財政共同安定化事業拠出金等

保健事業費 156,682 特定健康診査事業 77,284

特定保健指導事業 9,385

疾病予防事業等 70,013

諸支出金 7,149 還付金、還付加算金等

基金積立金 2 国保基金積立額

予備費 125,271

総務費 197,268 人件費及び事務費等　　 89,370

国 民 健 康
保 険 事 業

主な事業 内容

介 護 保 険
事 業

総務費 197,268 人件費及び事務費等　　 89,370

賦課徴収費　　 8,526

認定審査会費　　 24,008

認定調査等費　　 69,463

計画策定委員会費　 1,137

介護保険趣旨普及費 4,764

介護サービス給付費 9,143,614 介護サービス利用者　　　4,940人 9,143,614

介護予防サービス給付費 678,320 介護予防サービス利用者　　　1,930人 678,320

高額介護サービス等費 140,690

特定入所者介護ｻｰﾋﾞｽ費 431,667

審査支払手数料 15,239

地域支援事業費 223,887 地域支援事業対象者　　　6,582人

償還金、還付加算金 3,050 保険料償還金

積立金 86
介護給付費準備基金積立金、介護従事
者処遇改善臨時特例基金積立金

予備費 300

総務費 37,549 人件費、事務費等　　　　 

諸支出金 3,520 償還金、還付加算金等

鳥取県後期高齢者医療 1,421,677 事務費負担金 62,626

広域連合負担金 保険料等負担金 1,359,051

（被保険者数　約18,000人）

後 期 高 齢 者
医 療

事 業



会計名 予算額

管理費 93 事務費

公債費 10,149 起債元利償還金

下水道建設費 1,948,927 管渠築造工事 1,117,072

　大篠津皆生幹線その15工事ほか21件

処理場整備工事 464,000

　皆生処理場１系水処理電気設備改築工事ほか１件

99,282

水道管等移設補償費 128,646

事務費、人件費 139,927

下水道使用料賦課徴収 91,648 滞納徴収非常勤職員人件費

事務 水道局への賦課徴収事務委託費

水洗便所改造資金貸付金 91,230 水洗便所改造のための融資の斡旋

　貸付限度額　800千円

　利率　供用開始後3年以内　無利子

　　　　　               3年超　　 3.5％以内

中小企業者下水道設備 5,000 中小企業者が下水道設備を設置するための融資の

設置促進資金貸付金 斡旋

　貸付限度額　5,000千円　

　利率5.2％以内

施設維持費 558,102 運転業務委託　処理場設備等補修

汚泥処理委託

公債費 3 054 998 起債元利償還金 3 024 998

住 宅 資 金
貸 付 事 業

設計委託費及び処理場長寿命化計画
策定委託

内容

下 水 道 事 業

主な事業

公債費 3,054,998 起債元利償還金 3,024,998

一時借入金利子 30,000

処理施設維持費 167,795 運転業務委託料、光熱水費等

水洗便所改造資金貸付金 91,480 水洗便所改造のための融資の斡旋

　貸付限度額　800千円

　利率　供用開始後3年超　　 3.5％以内

公債費 424,079 起債元利償還金 421,079

一時借入金利子 3,000

事業費 9,798 北公園墓地事業 3,192

南公園墓地事業 5,935

淀江墓苑事業 671

公債費 2,777 起債元利償還金（南公園墓地事業） 297

起債元利償還金（淀江墓苑事業） 2,480

予備費 1,400

流通業務団地分譲事業 8,359 宣伝広告費                                 315

団地内除草                               2,500

進入路築造、汚水桝設置                     2,895

不動産鑑定評価手数料 700

その他の事務費                           1,949

公債費 62,711 一時借入金利子　　　　　　　　　　　　 62,711

流 通 業 務
団 地 整 備
事 業

市 営 墓 地
事 業

農 業 集 落
排 水 事 業



会計名 予算額

管理費 1 土地開発基金繰出金

公債費 61,315 起債元利償還金

駐車場管理費 61,017 万能町駐車場・地下駐車場・地下 53,579

駐輪場指定管理料

地下駐車場機械設備等修繕 2,100

地下駐輪場設備等修繕 420

事務費等 4,918

公債費 155,303 起債元利償還金 155,303

予備費 500

駐 車 場 事 業

土 地 取 得
事 業

主な事業 内容
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